
 

第 4 回 「学会の法人化に向けての取り組み」説明会 

 

１．日時 平成 23 年 2 月 15 日（火）16:40～17;20 

２．場所 東京大学工学部 11 号館講堂 

３．参加者 （理事会）金子会長、杉浦副会長、近江理事、村山理事、鈴木理事、 

百瀬理事、猪俣理事 

（参加者）約 40 名 

４．配布資料 「学会の法人化に向けての取り組み」パンフレット 

    日本保健物理学会会員の皆様へ（22 年 12 月 14 日） 

  学会の法人化について（23 年 1 月 25 日） 

  法人化 Web ページへの回答（2）（23 年 1 月 24 日） 

５．概要 

金子会長より、パワーポイントを用い、学会の法人化の必要性、一般社団法人への

移行時期、学会名称、学会誌名、学会員からの意見募集、等について説明された。 

また、これまで意見募集に寄せられた意見、これに対する理事会の回答、意見も踏

まえた定款案の修正について説明された。 

会場からの主な質疑応答等は次のとおり。 

Ｃ：法人化そのものには賛成する。但し一般社団法人日本放射線防護学会への名称

変更には反対する。その理由は米国 Health Physics Society の日本支部として

発足していること、東大の健康管理学教室が草分け存在であること、ラドン温

泉の効用や低線量率効果など生物学的な影響を含め Health という視点が適切

なこと、任意団体の日本保健物理学会が一般社団法人の日本保健物理学会に移

行し日本保健物理学会誌の出版を継承することは整合性がとれていること（以

下略）である｡ 

Ｃ：前発言者の発言内容に一部誤解があるので訂正したい。原研は 1956 年に発足し

ており、その組織の一つに「保健物理研究部」が設置されたのが最初である。

研究用原子炉の研究開発を含めた多くの原子力施設が稼働するに伴い、放射線

防護、放射線管理の実務と研究開発が必要不可欠との認識からで原研発足時か

らすでに「保健物理」の名称が使われた。伊澤正実先生が第１回原子力留学生

から帰国されて、放射線管理部門の組織作りに直接関わられた。そして、米国

オークリッジ国立研究所（ORNL)保健物理研究部を参考に原研放射線管理部門

組織の名称を「保健物理研究部」と提案されて採用された。 

Ｃ：法人化そのものについてはこれまでの理事会方針に異論が出ていない状況。一

方で、学会名称は議論が収束できていない。学会名称を変更することにこれほ

ど会員から異論が出ることが想定されていなかったのではないか。変更する場

合の手順も想定外の状況に対応できていないのではないか。学会法人化と学会

名称変更は切り離した議論が必要。 



Ｃ：新しい規約では役員への報酬が支払われることになっているが、他学会には報

酬は無い場合がほとんど。新法人では報酬は支払われるのか。 

Ａ：提示した定款案の作成にあたっては、広く利用されている定款雛形に則り標準

的な定款案とすることと、説明の中にある現行の制度・運用を踏襲することを

基本方針としている。そのため定款案では「できる」という表現であり、定款

案の下部規定で現行制度・運用に倣って規定するため、当面は支払うことはな

い。 

Ｑ：アンケート結果はどうなったのか。 

Ａ：本日 15 日、回答希望日の朝の段階での受領分までで最終集計ではないが、日本

放射線防護学会 154、日本保健物理学会 145 であった。もちろん、多数決で決

めるというようなものではないが、理事会にこの数値を報告して議論する。 

Ａ：学会名称は、学会発足時からいろいろ議論を経て保健物理になったが、その後

どの時代においても常に名称変更の検討がつきまとっている。それだけに、こ

の名称は会員全てに受け入れられていなかったという考え方もある。任意団体

解散、新法人発足という学会にとっての大きな節目であるので、この機に名称

問題に一定の決着をつけるというタイミングでもあると思う。 

Ｃ：50 年という半世紀にわたって使われてきた名称であるので無視できないと思う。 

Ａ：海外の類似学会の名称を調べたが、日本、米国、ハンガリーのみが保健物理の

名称で、これ以外は全て防護の名前である。会員の平均年齢も高いようなので

郷愁を帯びた名前が良いとの意見もある。3 月 26 日の理事会で会場からの意見

も伝えて議論することとする。 

 

以上 

（なお、本説明会は、「ICRP2007 年勧告の国内制度等への取入れの動向」に引き続き開

催されたものである。） 

 


